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世界の脱民営化から学ぶ新しい公共サービス
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民営化に対抗する動きは、変革につながる大きな
力を生み出している。（再）公営化だ。「（再）公営
化」とは、一度民営化された公共サービスを再び
公の下に取り戻すことと、新たな公共サービスを
創出することの両方を指す。近年、トランスナショナ
ル研究所（TNI）は他の団体と協力し、世界における

（再）公営化の取り組みを調査。58か国、2400以
上の自治体で、1400件以上もの成功事例があるこ
とを明らかにした。

重要なのは数字だけではない。気候危機、拡大す
る格差、高まる政情不安などの中で、公共サービス
はこれまでになく重要になりつつある。新型コロナ
ウィルス危機もまた、緊縮財政や社会保障費の削
減、医療サービスの民営化がもたらす破壊的影響
を明らかにし、健康かつ危機に強い社会の基盤は、
公共サービスおよびその従事者によって支えられ
ていることをはっきりと示した。何年にも及ぶ民営
化と緊縮によって、公的な支出は削られ、こうした社
会基盤の運営を困難にした。民営化の失敗が明ら
かになるにつれ、21世紀の公的所有のあり方を再
定義する重要な道具として（再）公営化を選択する
動きが世界中に拡がっている。

調査結果をまとめた今回の書籍では、これまで取
り上げてこなかった国やセクターでの（再）公営化
の動きを紹介し、その多様性を明らかにする。エジ
プトの廃棄物回収処理事業から、チリの民衆のた
めの公共薬局、雇用を創出しつつ住民の生活の質
も向上させた米国の地方自治体によるブロードバ

ンドインターネット供給まで、それぞれの（再）公営
化事例には、個別具体的な挑戦の物語があった。
市民団体、労働組合、そして地方行政が一丸とな
って、社会のあらゆるレベルにおいて民主的な公
的所有を拡大していくためのモデルを作り、コミュ
ニティ主体かつ気候危機にも対応できる公共サー
ビスを生み出そうと新しい道を切り開いている。



このレポートは、「Future is public – toward democratic ownership of public services」 と
いう本の抄訳である。15章からなるこの本は、（再）公営化をめぐる困難やチャンス、結果など、世界中
で取り組まれているさまざまな挑戦を紹介している。
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未来は共に創ることができる。気候危機、拡大する格
差、高まる政情不安などの中で、公共サービスの重要
性がこれまでになく増している今、より良く、より民主
的で、人びとをより排除しない形の公共サービスを創
ろうと、世界中の人びとが動いている。このレポート
は、もう一つの世界は可能であり、すでに人びとがそ
れを創り出し始めていることを明らかにするものだ。

レポートは、2020年5月に出版された「Future is 
public – toward democratic ownership of 
public services」という書籍の抄訳である。同書の
出版に関わった団体や協力者の多くは水道民営化
が世界を席巻していたときに、力を合わせてそれに
反対し、民間企業に立ち向かう運動を支えていた人
びとだ。民営化に抗うこれらの動きはすぐに、前向き
な運動である（再）公営化を求める世界的なうねり
に進化した。（再）公営化という言葉は、現在私たち
が直面している、社会的、環境的そして民主主義的
な課題の解決に向けて、民営化から脱することと、
新たな公共サービスを創出することの両方を指して
いる。2017年に出版した「再公営化という選択」1で
は、すべての大陸、あらゆるセクターで見られた835の

公共サービスの民営化に抗う

141 

脱民営化／公共サービスを取り戻す
924 
再公営化

484 
公営化/公共サービ
スの創生

109
フランス

94
英国

ノルウェー
18 19

• 民間契約の停止／非更新
• 公的買収
• アウトソーシングからインソーシングへ

• 地方公営企業の新設
• 新たな公共サービスプログラム

公公連携
自治体間の対等な交流     

公とコミュニティの連携 
地場、非営利団体

公・コモンズ連携 
共同所有、公的所有の多様化、
公共サービスの共同実施

米国

各地での変化が集合的な力となり、国レベルで民主的な公的所有の議論を起こす

強力な新自由主義の流れ

官民連携 (PPP) 競争入札

資金調達を含む公共事業の一括民間委託（PFI）公共資産の売却

アウトソーシング 自由化された市場競争
公共団体の企業化

チリ フィリピン
40 21

（再）公営化事例を紹介した。しかし当時すでに、私
たちはこれらの事例が氷山の一角にしか過ぎないこ
とに気付いていた。

このレポートは、私たちの調査をそこからさらに発
展させたものだ。これにより、世界58か国、2400以
上の町で、1400件以上もの再公営化、公営化の事
例があったことが明らかになった。これらのデータと
事例研究は、（再）公営化の多様性を示すとともに、ア
フリカ諸国における廃棄物回収処理など具体的な挑
戦を描き出した。

一方で、民間企業や国際金融市場、多くの国の政府
や国際機関はいまだに民営化を重要課題に据えて
いる。官民連携（PPPs）、資金調達を含む公共事業
の一括民間委託（PFIs）、民間委託（アウトソーシン
グ）、公共団体の企業化、強制された競争入札、市
場の自由化など、民営化の形態や名前は多様化し、
人びとの目をごまかそうとしている。

公的な分野の民営化の推進力が強大な2だけに、本
調査が示したようにこれほど多くのサービスや施設
が公共の所有および管理下に取り戻されたことは注
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2000年から2019年の間に、58カ国、2400以
上の町が公共サービスを「公」の管理下においた。
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目に値する。そこには、人びとが公共サービスに価値
を見出している事実、また市民団体や労働組合、地方
議会の政治家たちによる公共サービスを守ろうとい
う強い決意が反映されている。

今回の調査は、エネルギーや水道などの分野におけ
る再公営化の流れが依然として力強いことを示した。
同時に、情報通信サービスなど、前回の調査では視野
に入れていなかったような分野でも再公営化や公営
化が起きていることがわかった。今日の世界において
は、高速インターネットへのアクセスは家庭やビジネ
スにとって必要不可欠なものだ。民間企業が収益が
見込めないとして小さな町や地方に投資するのを躊
躇する中、県・州政府や自治体政府が、安価な高速イ
ンターネットサービスの提供に乗り出していることも
明らかになった。そうしたサービスは、アクセスできな
い人びとがいるというデジタル・ディバイドの問題を
解決し、地域経済の活性化に貢献している。英国の
労働党はこうした流れをさらに一歩進め、電気通信
事業者であるブリティッシュ・テレコムを一部国有化
し、無料の高速インターネットに誰でもアクセスでき
るようにするという計画を2019年の選挙マニフェス
トに組み込んだ。これらの動きは、通常大企業の領域
とされるような事業分野ですら、普遍的な公共サー
ビスを供給するために変革することが可能だという
ことを示している。

このレポートでは、ほぼ全ての国のあらゆるセクター
で取り組まれている（再）公営化事例をたくさん紹介
しているが、一方で新たな民営化を押し進める動き
も依然として存在している。そのような中で事例件
数以上に重要なのは、（再）公営化を求める運動が
世界中に広がっているという事実だ。国や地方の政
府にとって、民営化はいろんな理由で安易な選択肢
だ。民営化を推進する諸機関の力は強く、国際的な
資金援助も得やすい。多くの場合民営化に弾みをつ
ける法律も揃っている。債務が自治体のバランスシ
ートにはっきりと見えない民営化は、次の政権に借
金のツケを回せるので、選挙サイクルに敏感な政治
家たちにとっても魅力的だ。しかしこのような状況に

おいてもなお、社会的・環境的な目標を追求し、地域
の民主主義と住民参加を促進し、最終的には公共サ
ービスと地元の資源を民主的な管理の下に取り戻そ
うとするコミュニティや地方政府の強い思いが、（再）
公営化の推進力となっている。本レポートで見るよう
に、2000年から2019年の間の成功事例は再公営化
で924件、公営化で484件を数える。

（再）公営化の波は、重大な節目と時を同じくして起
こっている。新型コロナウィルス危機は、緊縮財政や
社会保障費の削減、医療サービスの民営化がもたら
す破壊的影響を世界中で明らかにした。さらに、極右
勢力による政治運動は、人びとの恐怖や怒りを糧に、
人種差別やファシズム、外国人嫌悪などを利用して社
会を分断している。革新的な勢力は、連帯と具体的な
解決策――まっとうな仕事、全ての人びとのための公
共サービス、危機に強い地場経済など――を示す必
要がある。コミュニティや社会の民主主義基盤を強
化するような、実行可能な公共的オルタナティブが
求められているのだ。
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公共サービスの再興と創設
(再）公営化

教育

エネルギー

医療・福祉サービス
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情報通信サービス

地域交通

新しい公共サービ
スを創設する協同
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医療・福祉サ
ービス

14

廃棄物回収処
理

水道

7

8

• 2017年以降の（再）公営化事例は水道、廃棄物回収処理、地域交通、情報
 通信サービス、医療サービスなど20件以上にのぼる。
• 地方政府における再公営化事例は、住宅、駐車場、セキュリティー、警察署
 の建設、娯楽サービスに関わる15件。
• 興味をひく再公営化事例は、固形廃棄物（マニトバ州ウィニペグ市）及び
 下水処理（アルバータ州タバー町およびオンタリオ州オーウェンサウンド
 市）関連。
• 公共サービスの回復は経済効率とサービスの質の向上に寄与した。
   

ここに注目！地方行政サービス
15
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再公営化 34
公営化 17

51総事例数

地域交通
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情報通信サー
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ービス
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3
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1
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1
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 • 2015年から2018年の間に、40もの公共薬局が開設された。「チリ人びとの
 ための薬局協会」が総数80にものぼるこれらの自治体をつないでいる。
• これらの薬局は、住民によっては月々の薬代が70％も安くなったレコレタ地方
 政府の公共薬局をモデルに展開された。
• 2018年には、レコレタ地方政府は誰でも無料で参加できる「開かれた大学」
 を開設した。
• 現在同大学は、芸術、科学、人文科学、社会科学、技術分野に関する150のコ
 ースを提供。全部で3,300人にのぼる生徒が一つまたは複数のコースを受講
 している。

ここに注目！

チリ
再公営化 2
公営化 42

44総事例数

国別の調査結果概要
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廃棄物回収処理

水道

3

109
エネルギー

2 • 事例の7割が水道に関連するもの。2000年以降パリ、レンヌ、グルノーブ
 ル、ニース、モンペリエなどの大都市を含む各地で水道再公営化の動きが活
 発化した。
• パリは水道再公営化の重要事例。先例を見ない民主的なアカウンタビリティ
 確保の仕組みや、野宿者や移民を含む全ての人に水をというコンセプトの強
 調、気候変動への対応などを、水道料金を再公営化前に比べ低く抑えながら
 も達成した。
• 地場や有機の食材を学校や保育関連施設に導入する取り組みも、先進的な
 町や地方行政が再構築しつつある公共サービスの一つ。自治体が運営する農
 場が設立されたり、公共調達における画期的な方針が取り入れられたりして
 いる。
• パリやレンヌなどの都市は、農業者と画期的な提携を締結。水源地の保全や
 有機農業への転換を支援する一方で、公共調達や地域産農産物認定ラベル
 を用いて農業者のために新たな市場を開拓している。

地方行政サービス
21

ー

地域交通

21

 4

1

3

食糧供給

スポーツ関連

駐車場

ここに注目！

フランス
再公営化 155
公営化 1

156総事例数

医療・福祉サ
ービス
8

医療・福祉サービス
12

廃棄物回収処理

13
エネルギー

2
ー

7

1

3

1

建物の清掃管理

建設

人事

その他

 
 
 

• 「選択の自由を」という誤った政策のもと押しつけられた高齢者ケア施設の
 民営化は、2013年以降54もの民間ケア業者の倒産により非経済的であった
 ことが証明された。
• コペンハーゲンの一部であるフレズレクスベアでは、2011年に廃棄物回収と
 管理を自前かつ従業員主導の公社に任せることを決定。これにより予想を上 
 回った節約に成功した。
• いくつかの地方政府や病院が、医療サービスの質の低下や労働問題を懸念
 し、再公営化や業務のインソーシングを実施した。

ここに注目！

デンマーク
再公営化 29
公営化 6

35総事例数
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廃棄物回収処理 情報通信サービス

水道 教育

12 35

18 5

医療・福祉サ
ービス

エネルギー

2

305

地方行政サービス
34

ー

4

2

3

11

6

5

3

住宅

食糧供給

公的（緑地）空間の管理

治安維持・緊急通報受理機関

建物の清掃管理

スポーツ関連

文化活動

 
• 過去10年で、連邦政府の財政支援のもと、自治体および自治体間提携によっ
 て、200以上の自治体でブロードバンドインターネット接続サービスが提供さ
 れた。
• ドイツエナギーヴェンデ（エネルギー転換政策）の一環として、300以上のエ
 ネルギー関連サービスとネットワークを自治体管理に取り戻した。
• ベルリンでは、フリードリヒスハイン＝クロイツベルク区の政府が、2018年に
 家賃の上昇を抑えるためアパートを再公有化した。2019年には、シュパンダ
 ウ区とライニッケンドルフ区政府もかつて民営化された6,000戸のアパートを
 公の管理下に取り戻した。

ここに注目！

ドイツ
再公営化 255
公営化 156

411総事例数

医療・福祉サ
ービス
4

地方行政サービス
2

教育

6
情報通信サー
ビス
1

水道

2
地域交通

1

1

1

住宅

食と給食

 
 
 

• 20年間にもおよぶ紛争と交渉ののち、2018年、セランゴール州水道サービス
 を再公営化した。
• 2008年、セランゴール州は教育、医療、住宅、食糧を総合的に網羅する社会
 保障プログラムとして「人びとのためのケア・イニシアティブ（IPR）」を開始。特
 に低所得世帯がこれらのサービスにアクセスできるように注力している。
• 同プログラムには、無料の水道（世帯あたり月間20立方メートルまで）、無料
 のバス交通、300の無料Wi-Fiスポットの提供などが含まれる。

ここに注目！

マレーシア
再公営化 1
公営化 15

16総事例数
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廃棄物回収処理

19
医療・福祉サ
ービス
18

地方行政サービス
5 4

1

建物の清掃管理

セキュリティ・緊急通報受理機関

Éducation
 
 • 2017年、レノノルデン社の倒産を受け、100以上の自治体が廃棄物回収を公
 的な管理の下に取り戻した。
• 小さな町同士の合併によって、公的セクター間の連帯が促進されるとともにキ
 ャパシティが拡大され、自治体横断的な再公営化や新規の統合公営企業創
 設に結びついた。
• 介護福祉サービス（高齢者向け施設）の再公有化と地方行政サービス（人材
 派遣）の事例は特筆に値する。
• 再公営化に置いて、労働組合が強力かつ戦略的な役割を果たした。

ここに注目！

ノルウェー
再公営化 39
公営化 3

42総事例数

 

医療・福祉サ
ービス
4

教育

3

水道

7

エネルギー

1
ー

地方行政サービス
6 1

4

1

Gestion des espaces (verts) publics

Alimentation et restauration

Services de sécurité et de secours

 
 
 

• フィリピンの自治体は、福祉を基本とする社会保障を強化するため、新たな公
 共サービスを作り出している。
• ビナロナンは、地域医療ケアセンターの運営や医療サービスへの財政支援な
 どを含む、効果的な医療サービスの提供を開始。子どもの慢性的な栄養失調
 を17％削減するとともに、避妊グッズの使用を51％増加させた。
• リサール州カインタは、2016年に「一つのカインタ」プログラムを開始。年間
 800人が学ぶ大学を開設し、無償教育を提供するほか、医療ケア施設の増設
 や低所得層による医療へのアクセス改善などに取り組んでいる。
• フィリピンの自治体は、農業と漁業に対する総合的なアプローチの実施や、生
 態系の保全、再生エネルギーの生産など、気候変動がもたらすダメージへの
 対応力を強化する国の取り組みにおいて重要な役割を果たしている。（デル・
 カルメン、ラヌザ）

ここに注目！

フィリピン
公営化 21

21総事例数

公的（緑地）空間の管理

食と給食

セキュリティ・緊急通報受理機関
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廃棄物回収処理

水道 教育

6

38 2

医療・福祉サ
ービス

エネルギー

14

18

地方行政サービス
41

ー

2

1

12

6

10

2

2

1

2

3

住宅

食糧供給

公的（緑地）空間の管理

駐車場

建物の清掃管理

スポーツ関連

文化活動

建設

葬儀サービス

その他

 
 • （再）公営化の事例数は2017年以降2倍以上増加した。
• 強力な社会運動とミュニシパリスト※（地方自治主義者）による運動が、38件
 もの水道再公営化を後押しした。
• ※市民の社会的権利や参加を重視する直接民主主義的な地方政治の実践
 タラサの水道再公営化事例は、新しい形の民主的な水道公社の運営の実践
 につながった。市民社会の支持のもと、市は市民オブサーバトリー※を導入。
 利用者が管理に参加できるようにした。
 ※市民に開かれたフォーラムでありながら、水道公社の統治機構の一部とし
 て調査請求権などを有する参加型運営のモデル。
• バリャドリッドでは2017年の水道再公営化以降、自治体予算の4％にあたる
 1330万ユーロの節約に成功した。
• 学校の食堂、緑地、駐車場、清掃、葬儀サービスなど総計で41の地方行政サ
 ービスが再公営化された。

ここに注目！

スペイン
再公営化 105
公営化 14

119総事例数

医療・福祉サ
ービス
2

水道

71

地方行政サービス
1

情報通信サー
ビス
145

エネルギー

11
ー

刑務所 1

 
 
 

• エネルギーに関する（再）公営化事例は11件。気候変動を抑止すること、地域
 資産を増やすこと、さらに民主的な（利用者による）管理をすることを目指す。
• 2002年以降、71件もの水道再公営化事例があった。中でも2010年の件数
 が多く、10件の水道が公の管理下に取り戻され、利用料が引き下げられた。
• 重要な水道の再公営化事例は、アトランタ、ミズーラ、ピッツバーグ。
• 少なくとも141の情報通信サービスが自治体によって新設された。アクセス環
 境を改善し、民主的な管理を進め、雇用を創出するとともに経済を刺激するこ
 とを目的にした事業（トゥラホマ、チャタヌーガ）や、生活の質の向上や医療・教
 育の改善を目指した事業（バーモントのECファイバー）などが含まれる。
• ワシントン州（ノースウェストオープンアクセスネットワーク）やスカジット郡、
 トーマスビルなどで、複数の地方政府を巻き込んだ興味深い公公連携のモデ
 ルがみられる。

ここに注目！

米国
再公営化 81
公営化 149

230総事例数
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地域交通

水道 教育

12

2 4

医療・福祉サ
ービス
9

廃棄物回収処理

15

地方行政サービス
55

エネルギー

13
ーギ

18

3

4

1

1

9

2

1

7

3

1

2

3

住宅

食糧供給

公的（緑地）空間の管理

セキュリティ・緊急通報受理機関

駐車場

建物の清掃管理

スポーツ関連

文化活動

情報技術

建設

刑務所

人事

その他

 
 • 2018年と2019年に大手PFI企業2社が倒産。2017年には64件だった（再）
 公営化事例数は2019年には108件に増えた。
• 2008年以降、あらゆるセクターでこれまでアウトソーシングしていた業務を自
 治体が自ら提供するインソースの動きが加速。特に地方行政サービス（情報
 技術、住宅、清掃管理）、廃棄物回収処理、地域交通でこの傾向が顕著。
• 水道、エネルギー、鉄道、郵便、NHS（国民保健サービス）の公的所有は、人び
 との広い支持を得ている。例えば、公営水道の支持率は83％。
• 再公営化、サービスのインソーシング、新しい公共サービスは、民主的な公的
 所有のあり方を求める動きをさらに加速させている。

ここに注目！

英国
再公営化 96
公営化 14

110総事例数

１２のポイントと事例

1. （再）公営化は公的所有のあり方を再定義している

本調査は、再公営化や公営化が公的所有のあり方を
再定義しつつ、民主的な参加や統治を中心とする21
世紀的なビジョンを進化させている様子を明らかに
した。進歩的でグリーンな自治体同士がつながり、ネ
ットワークを拡げつつ、気候変動や拡大する不平等な
どの課題に（再）公営化を軸とする戦略を用いて立ち
向かっている。都市という単位は、直接民主主義の可
能性を試すのに適しているのに加え、コミュニティ資
源を増やし、まっとうな雇用を創出する革新的な経済
モデルを導入するのにも向いている。なお、再公営化
に取り組む動機は多様だが、過去の民営化の失敗が
理由になっていることも多い。これらの要素は、私た

ちの調査結果や、（再）公営化がもたらしたポジティ
ブな変化の中でとりわけ目立つ特徴だ。

（再）公営化によってもたらされたポジティブな変化
のうち最も直接的なのは、サービス運営にかかるコス
トの削減だ。私たちの調べた限りでは、245件の事例
において、この成果が見込まれているか、すでに達成
されている。そのうち188件においては、運営コスト
の削減が利用者の負担減につながった、もしくはつ
ながると見込まれている。また、少なくとも264件の
事例で、サービスの改善および環境保全のための投
資が増加したか、増加する見通しだ。

公共サービスを提供する労働者の存在はとても重
要だ。彼らの労働条件はサービスの質に必然的に反
映される。今回調査した（再）公営化の取り組みを見
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（再）公営化の目指すもの

コストパフォーマンスの
向上と自治体の財政収
支の改善

公的所有や統治の民
主化

245

住民が支払う料金の低減

27
民間企業の破産への対処

地域資産を生み出す地
元の力を育てる

297

利用者、労働者、
コミュニティと公
共機関の提携

76

209

158

人びとや環境にとって
より良い政策の実現 

労働環境
の改善

264
質の高いサービスのため
の公共投資を増やす

138 人権及び社会
権を守るべく、
サービスを誰
でも利用でき
るようにする

公共サービスへのフェ
ミニスト的視点の導入

9

気候危機対策
119

149

公衆衛生の向上
とハーム・リダク
ション

188
142

ると、公的所有に変わる際に従来の雇用が失われる
ことはほぼなかった。さらに158件の事例では、労働
条件が多少もしくは大幅に改善した。具体的には、特
に弱い立場にあった労働者たちの労働条件が見直さ
れたり、保障が手厚くなったりしていた。このような成
果は、労働組合が（再）公営化のプロセスに関わった
ことでもたらされたものだ。

未来の世代のために、社会を脱炭素化する総合的な
気候・エネルギー政策を策定することは、私たちに課
せられた共同責任だ。相当な数の脱民営化事例が、
安定した雇用の創出や企業・研究センターなどの誘
致を通し、地場経済の活性化に貢献している。297
件の事例で、環境的な持続可能性や社会的なエン
パワメントによって地域の共有資産を拡大させる成
果を見ることができた。また脱民営化に成功した自
治体において、低炭素下社会への移行（エコロジカ
ル・トランジション）がすでにもたらされたか、もたら
される見込みの事例数は119件を数えた。環境を

保全するために、エネルギー、廃棄物回収処理、住
宅、水道、食、地域交通などを貫く総合的な政策を
策定する努力も、209件の事例で観察された。先駆
的な自治体や地方公営企業による長期的な環境保
全を見据えた投資は、公共セクターならではの強み
を活かしたものだ。

程度の差はあるものの、調査した1408件の（再）公
営化事例全てにおいて、人びとや地球の利益のため
に働くという価値を公共セクターが（再）擁立してい
る様子が見受けられた。公共サービスを公の下に取
り戻したり、作り出したりする動きの中で現れてきた
これらの主要要素は、21世紀の公的所有のあり方を
定義する確固たる基盤になりうる。

（再）公営化が公的所有における民主的な統治の
深化に貢献したかという点については、多くのケー
スで肯定的な答えが得られた。中でも149の事例
では、明確に民主的な仕組みが導入されたり、改善
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されたりしていた。具体的には、アカウンタビリティ（
説明責任）や透明性の向上、さらなる情報公開、地
方公営企業における参加型統治の導入まで多岐に
渡る方法が取られていた。

2. 再公営化はコストの削減とサービスの向上に
寄与する

公共サービスの再公営化を決断する際、コストが
唯一の理由になることはないが、それでもコストの
問題は重要だ。新自由主義者は、民営化や官民連携

（PPP）、アウトソーシングは財政負担を減らすと主
張するが、実は公的セクターが事業を担った方がコ
ストパフォーマンスは高いのである。2014年、カナ
ダ、オンタリオ州の会計検査院長官は74のPPP案
件を精査し、それらが公共調達によって賄われた場
合と比較して80億カナダドルも財政負担を増やした
と結論づけた。同様にカナダ、ブリティッシュコロンビ
ア州の会計調査院長官も、2014年に16のPPP案件
を調査し、民間による資金調達によって、州が独自で
資金を借入れた場合の倍のコストがかかったと報告
した。3 英国の国家監査局の2018年のレポートも、
民間による資金調達は政府が独自に単独で借り入れ
した場合に比べ40％もコストがかかると発表してい
る。4 さらに具体的な例として、英国の財務委員会の
レポートは、民間が資金調達した病院は、公的セクタ
ーが資金を調達する病院よりもコストが70％も高く
なるとの見積もりを出している。5 

民営化されたサービスが一般的に高くつく5つの理由

1. 企業は利益を上げ、株主や親会社に配当金を支
払う必要がある。

2. 民営化はプロジェクトをより複雑にするとともに、
契約書を作成するコンサルタントや弁護士に払う多
額の費用など、余計なコストを増やす。

3. 民間の運営会社は業務を他の会社にアウトソース
する傾向が強く、そのため往々にしてコストが膨らむ
ため、公共機関はサービス提供のためのランニングコ
ストを管理できなくなる。

4. 民間の運営会社は、財務管理に関して長期的視
点に欠ける。

5. 公共機関が支払う利子のレートは、通常民間企業
より低く設定されている。そのため、公共機関の借り
入れコストの方が民間より低くなる。

民営化はより高くつくという説には確固たる証拠があ
る。公的に所有され、公務員によって提供されるサー
ビスは、経済的にも効率が良いということを示す再公
営化事例が多数あるのだ。先に述べた通り、245件
もの（再）公営化事例で、サービス提供にかかるコス
トの削減が見込まれているか、すでに達成されてお
り、少なくとも264件の事例で、地方公営企業がサ
ービスやインフラに対する公的投資を増大させた
か、させる見通しだ。サービスが公的所有の下に取
り戻されると、税収やサービス利用料などの収入が
そのままサービス改善のために投資されるため、事
業の持続可能性も担保しやすくなる。

事例A – スペイン、バリャドリッド: 水道

2016年、バリャドリッド市議会は、それまで都市
部における水道事業を担っていた民間企業との
契約が翌年に終了することを受け、同事業を再公
営化することを決定した。この民間企業によって、
過去20年間で水道料金は37.28％も引き上げ
られており、特に2008年から2009年の経済危
機以降、貧しい世帯は飲料水を確保するのも難
しい状況に置かれていた。また、会社が高い利益
を出していたのにも関わらず、水道施設に十分な
投資をしてこなかったことも、再公営化を決定す
るもう一つの動機となった。

2015年、バリャドリッドでは自治体選挙によって
市政を担う政権が交代し、民間による水道管理を
終了させる機会が訪れた。2016年12月、市議会
は過半数の支持を得て水道の再公営化を決定。
新たに設置された地方公営企業アクアヴァルが、
民間企業に雇用されていた従業員全員を再雇用
し事業を引き継いだ。その後わずか2年間で、アク
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アヴァルは2018年の自治体予算（3億3720万ユ
ーロ）の約4％にあたる1330万ユーロの節約に成
功した。6 これまでにこの新しい公営企業は2640
万ユーロの売り上げを上げている。現在、利益の多
くは市の衛生および水道供給網の管理や改善に
使われている。さらに余った収益は、将来の発電
コストの低減が期待できる太陽光パネルへの投
資など、地域資産の創出へと振り向けられている。

3. 民間による公共サービスの管理は倒産の危険
と隣り合わせ

再公営化の背後にあるのは、住民や労働者、公務員
が公共サービスを取り戻し、社会的・環境的な目標
を達成するという物語であることが多い。しかし、民
営化の失敗の結果、再公営化が起こるというケース
もある。本調査によると、少なくとも27の事例で、そ
れまで民営化を担っていた企業が倒産したことが再
公営化のきっかけとなっていた。アウトソーシング契
約や民営化されたインフラ関連の仕事を担っていた
英国企業カリリオンが2018年に倒産した際には、英
国で420件のPFI(資金調達を含む公共事業の一括
民間委託)案件が危うくなったとともに、1万8000
人の従業員の未来が危機にさらされた。デンマーク
では、「選択の自由を」と呼ばれる政策のもと、高齢
者ケア施設関連事業で業者間の競争が義務付けら
れ、結果として多数の民間企業の倒産を招いた。ノ
ルウェーで廃棄物回収処理を担っていたレノノルデ
ン社の破産は、もし労働組合が経営状況の悪化に
備え地元の行政関係者と再公営化の準備を進めて
いなかったとしたら、137以上の自治体に影響を及
ぼしていただろう。

こうした企業の破産や倒産は、効率化や技術革新と
いった民営化の嘘を暴き、多くの民営化は経済的に
実行可能でないという真実を明らかにした。アウトソ
ーシング契約や官民連携などは、往々にしてサービス
の質よりも利益や配当を優先して設計される。利益が
枯渇したり、実現されなかったりした場合、企業や投
資家は、サービスそれ自体のみならず、生存のために

そのサービスを必要としている労働者や人びとを放り
出して立ち去ってしまう。もう一つの民営化の経済的
失敗は、利益にならなかったり、サービスの対価を払
う余裕がなかったり、コストがより多くかかるような
地域やコミュニティ、利用者グループに対し、運営企
業がサービスを提供したがらないという点にある。
例えば、米国の大手情報通信サービス業者は、地方
や小規模自治体、低所得者コミュニティにサービス
を提供しようとしてこなかった。そのため、地方自治
体が市民が出資する協同組合や地元企業と協力し
てそうした地域にブロードバンドインターネットの
提供サービスを開始し、取り残されていた人びとの
ニーズを満たしている。

アフリカの多くの国で、民間の廃棄物回収処理業者
は、大都市の最も豊かな地域でのみ操業しており、
大多数の人びとがサービスを受けることができない
でいる。タンザニアのダルエスサラームでは、民営化
された廃棄物回収処理を担った企業が、豊かな地
域のみでサービスを提供し、貧しい地域のことは無
視するという不平等な事態を引き起こした。結果的
に、ダルエスサラームの排出した廃棄物のうち70％
が、水脈や農地などに遺棄されたり、不法廃棄され
たり、燃やされてしまった。7 

事例B – ノルウェー、クラーゲリョー: 廃棄物回
収処理 

クラーゲリョーでは、2017年、廃棄物回収を担っ
ていた民間企業レノノルデンが経営難でサービス
を継続できなくなりつつあったときに、同企業の
従業員と労働者協議会が一早く市政に警告を発
してしていた。自治体は丁寧に事態を分析したの
ち、廃棄物回収を公の管理の下に戻すことを決
定。レノノルデンが破産する前に同社との契約を
終了させ、従業員を再雇用して救済することに成
功した。この再公営化の結果、サービス利用者に
課せられる廃棄物回収料金は14％引き下げられ
た一方、従業員の給与と年金は引き上げられた。
同自治体は、高くつく入札プロセスを避けることで
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財政支出を減らしつつ、フルタイムの従業員を増や
し、増えた人手を自治体サービスの拡大に向ける
好循環を生み出している。

レノノルデンの元従業員たちは、再公営化によっ
て、給与の上昇以外にも自分たちの待遇が改善さ
れたと報告している。具体的には、正式な職業訓練
を受けていない従業員に対し、公式な資格を取得
できるようにする自治体による教育支援や、フルタ
イムやより長時間の労働契約を結ぶ正規雇用者の
増加などが挙げられる。8

事例C – デンマーク、南デンマーク地域: 救急サ
ービス

2016年夏まで、南デンマーク地域は救急サービス
を民間企業に民間委託（アウトソース）していた。公
開入札で同サービスを落札したオランダの救急会
社BIOSのデンマーク支社は、ドライバーの確保に
苦戦したのみならず、自治体のミスで二重に入金さ
れた報酬を返還することもできないほどの経営難
であった。結果的に、BIOSデンマークは2016年7
月に破産。これを機に、同地域はBIOSの元従業員
657名と新規の医療技術者100名を雇用し、救急
サービスを再公営化した。BIOSの前に同サービス
を担っていた民間企業FALCKと比較すると、同地
域は救急サービスの運営コストを15％も削減し、
同時に人員を増員することでサービスの質を向上
させた。以降、南デンマーク地域の議会は、南ユト
ランドおよびフュン島の救急サービスからも民間
会社を排除することを決定した。9 

4. （再）公営化は人権と社会権の擁護を促進する

極度の貧困と人権に関する国連特別報告者フィリ
ップ・アルストンの2018年のレポートは、 公共サー
ビスやインフラの民営化は人権を擁護する仕組み
が全面的に欠落しており、貧困状態にある人びとを
さらに周辺化すると指摘している。10 同レポートは

刑事司法制度、福祉サービス、水道、衛生、電気、医
療、地域交通、教育の分野において、民営化が人権
にもたらす影響を調べたもの。フィリップ・アルスト
ン特別報告者は、ほとんどの場合において、民営化
契約に人権保護条項が組み込まれていないこと、ま
た貧困状態にある人びとに民営化がどのような影
響をもたらすかをモニターする仕組みも導入されて
いないと批判している。

（再）公営化はこうした人権への侵食を止めること
ができる。私たちの調査によると、（再）公営化の目
的として人権と社会権の擁護が明確に謳われ、その
ための具体的な方法も示されている事例は138件
あった。例えば、1980年半ば以降続いていた水道
の民営化を終わらせ、2010年に設立されたパリの
水道公営会社オー・ド・パリ。同社の使命には、水道
管をつなぐだけにとどまらない。合法的な居住許可
があるかないかを問わず、パリに暮らす全ての人が
水にアクセスできる権利を守ることが掲げられてい
る。実際、同社は公的な水飲み場のネットワークを管
理・拡大し、最も弱い立場にある人たちに水を届けて
いる。これは、日々パリに到着する難民たちや、ホーム
レス状態にある人びとにとって欠くことのできない重
要なサービスとなっている。11 

事例D – マレーシア、セランゴール州: 医療・
福祉サービス

2008年の州政府交代後、セランゴール州は「イ
ニシアティフ・プドゥリ・ラクヤット（人びとのため
のケア・イニシアティブ）」と呼ばれる総合的な社
会保障プログラムを導入した。州政府の資金に
よって運営されるこのプログラムの目的は、教
育、福祉、水供給、地域交通、住宅、食の分野に
おいて、最も弱い立場にある人びとの状況を改
善すること。特に福祉サービスの充実に焦点が
置かれた。例えば、「スキム・ムスラ・ウシア・エマ
ス（黄金世代にやさしく）」と呼ばれるプログラム
では、2008年以降、登録した高齢者の家族や親
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類に、その高齢者が亡くなった場合の埋葬費用
2500リンギット(538ユーロ)を援助している。さ
らに、2010年から始まった女性の健康に関す
るプログラムでは、35歳以上の女性に無料の
マンモグラフィ検診を提供。2017年に開始し
た別のイニシアティブでは、低所得世帯が初期
医療にアクセスできるようにするため、州が医
療費として年間500リンギット（108ユーロ）を
支給している。12

事例E – ドイツ、ベルリン: 住宅

ドイツの首都であるベルリンでは、わずか5年で
平均家賃相場が2倍に跳ね上がった。13 この結
果住民から不満が噴出。これに対し区政府は、民
間不動産業が所有する住宅を購入したり、家賃
の上昇を止める政策を導入するなど、画期的な
決断を下して応えた。フリードリヒスハイン＝ク
ロイツベルク区では、ドイチェ・ボーネンと呼ば
れる巨大な不動産会社が675戸のアパートを
買収する案が浮上した。オーナーの変更時に
新オーナー会社が不必要なリノベーションを行
い、故意に賃料を跳ね上げるという常套手段を
取ることが多い。それを警戒した住民たちはド
イチェ・ボーネンのアパート購入の反対運動を
展開。区議会もこれを支持した。14

ベルリン州も地方裁判所に対しこの売却を阻
止するように要求したが、裁判所は2018年に
同要求を棄却。そのため区議会は、法規制の穴
をついて、ドイチェ・ボーネンの買収を避けるた
めに住民の先買権を駆使した「拡大買収」を決
行した。それによると、住民がそれぞれのアパ
ートを「購入」し、その後それを公共団体である
ベルリン住宅協会に売却できるようにしたの
だ。2019年後半、住宅協会は追加でシュパン
ダウ区とライニッケンドルフ区の6000戸のアパ
ートを買い戻したが、15これはドイツ史上最大の
再公営化事例となった。2019年10月、ベルリン

州は家賃設定に制限をかける法律を成立させ、
その後5年間家賃を2019年6月時点の価格に
据え置くことを義務付けるとともに、家賃に最大
上限額を設けた。16

ベルリンの賃貸住宅に暮らす150万人が、この
法律の恩恵を受けることになる。こうした自治体
の力強い行動を背景に、住民たちの運動は大き
な盛り上がりを見せ、現在ドイチェ・ボーネンや
他の大手不動産会社の管理下にある24万戸の
アパートを公有化するための住民投票を求める
動きも広がっている。

5. (再)公営化は不安定雇用を改善しうる

民営化、アウトソーシング、官民連携(PPP)、緊縮措
置などの導入は、より効率の良い民間に任せること
で、財政支出の節約ができるとして正当化されがち
だ。しかし現実には、民間の運営企業が本当にコス
トを削減した場合、公共サービスの従事者たちがそ
のツケを支払わされるケースが多い。雇用の削減や
労働条件の引き下げ、団体交渉を骨抜きにするなど
の措置を通し、民営化は雇用の不安定化を助長す
るのだ。このことはサービスの量の低下や質の悪化
につながるため、労働者やその家族、地域社会のみ
に留まらず、サービス利用者にも影響を与えてしまう。

対照的に、地方自治体が実施した再公営化やインソ
ーシングにおいては、財政支出を削減しつつ、労働条
件の改善や労働者の給与引き上げに成功した事例が
数多く存在する。例えば2011年以降、清掃、建設、
スポーツ施設や公園の維持管理、廃棄物回収処理
など3億8000万ポンド相当の契約を公の管理のも
とに取り戻したロンドンのイズリントン区。これを通
し、1200人もの労働者の給与や労働条件を改善し、
さらに1400万ポンドの節約にも成功している。17 ま
たノルウェーのクラーゲリョーでは、廃棄物回収処理
事業の再公営化により、サービス利用料が14％引き
下げられた一方、サービス従事者の給与と年金は引
き上げられた。
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本調査によると、公営化および再公営化を通し、従業
員の労働条件がすでに改善したか、改善が目標に掲
げられている事例は158件。内容としては、給与の引
き上げ、労働安全衛生の改善、結社の自由や団体交
渉・言論の自由の担保、意思決定プロセスへの労働
者の参加などが挙げられる。これらの事例は、サー
ビスをどのように組織し運営すべきかということに
ついての労働者の知識や経験を正しく評価し、彼ら
に質の高い雇用と労働条件を用意することは、経済
的に効率よく、誰でもアクセスできる公共サービス
を提供することにつながるということを示している。
労働者や労働組合が、（再）公営化を求める動きの
最前線にいることは必然ともいえる。

事例F – 韓国、ソウル: 都市交通の清掃 

1000万人の住民が暮らす韓国の首都ソウルは、
パク・ウォンスン現市長のリーダーシップのもと、包
括的に労働政策を見直した。2013年から2017年
の間に、同市は公共事業に関わる7296人もの従
業員を正規雇用化。このうち70％は清掃作業員だ
った。彼らの多くは、現在新たに設立されたソウル・
メトロ・エンバイロメントとソウル・アーバン・グリー
ン・エンバイロメントという2つの公社に直接雇用
されている。かつて彼らは、下請け会社を通じて雇
用され、社会保障や医療保険もなく、給与も不十
分な中で働いていた。その頃に比べて、これらの
人びとの給与は平均で7.3%上昇し、福祉受給権
も標準化された。結果として人件費は上昇したも
のの、管理費や下請け業者に支払われていた10
％の付加価値税などを含む運営費を大幅に削減
できたため、ソウル市の収支状況は改善した。18

6. （再）公営化は公衆衛生の向上、ハーム・リダクシ
ョンに貢献する

アウトソーシングや競争入札など、医療分野に対して
民営化を迫る圧力は日に日に高まっている。利益を目

的とする医療サービス提供者や施設は、国際的な貿
易協定や投資協定などがもたらした自由化によって
拡大した市場を享受している。

しかし、医療分野の再公営化や公営化が、公衆衛生
の向上に貢献し、特に最も弱い立場にある人たちに便
益をもたらすことは明らかだ。本調査では、フィンラン
ド、ヘルシンキの地域医療複合施設、チリの40もの自
治体による人びとのための薬局などの事例を取り上
げた。これらは、公衆衛生に投資したり、医療サービス
を直接提供するなど、公衆衛生の保護に真剣に取り
組もうとする公的機関の姿勢を示した事例と言える。

新たに設立されたり、再公営化された公共サービス
で、公衆衛生の向上やハーム・リダクションサービス
の提供に貢献したか、貢献する見込みの事例数は、
本調査で142を数えた。ハームリダクション（Harm 
Reduction）とは、個人が健康被害や危険をもたら
す行動習慣（合法・違法を問わない）をただちにやめ
ることができないときその行動にともなう害や危険
をできるかぎり少なくすることを目的とする公衆衛
生上の実践、方略、指針、政策である。処罰ではなく，
支援を」をモットーに薬物を使用する個人の人権の
擁護が中心的な考え方である。

様々な医療・福祉政策やプログラムを含むハーム・リ
ダクションサービスは、公衆衛生の改善のためにとて
も重要だが、往々にしてその重要性が見過ごされがち
だ。このハーム・リダクションサービスは、薬物を使用
する個人を排除したり、犯罪化するのではなく、支え
ることでスティグマや肉体的な症状を軽減するもの。

見守られ、コントロールされた状況で安全かつ衛生
的に薬物を使用できる「管理された薬物使用のため
の部屋」は、ヨーロッパ各地やカナダ、ブラジル、オー
ストラリアなどの29都市に設置されている。中毒症
状に苦しむ人びとに、助けや支援につながる回路を
提供することも含むこのサービスは、中毒によって引
き起こされる害や危険をできるだけ減らしたり、これ
らの人びとが社会的に排除されたり疎外されたりす
ることを防ぐ上で大きく貢献している。
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事例G – チリ、レコレタ（首都州サンティアゴ県）
：医薬品へのアクセス

新自由主義が社会に深く埋め込まれたチリで、レコ
レタはその流れに抗い続けてきた。サンティアゴの
北に位置するこの地域では、人口の14％近くもの
人びとが貧困状態で暮らしている。これは、地域平
均の2倍に当たる数字だ。2012年の選挙で勝利し
たダニエル・ハウデ市長は、地域住民をより手厚く
支援するため、医薬品を公的に管理する新しいモ
デルを作り、無料で学べる市立大学の設立した。
また不動産の公的管理によって安価な貸住宅住
宅を低所得世帯に提供するなど野心的な政策に
取り組む。

チリでは薬品価格が規制されておらず、薬局運営
の90％を寡占している3つの大企業によって薬
価が左右される。同国に暮らす人びとの多くは、
医薬品の購入にあたり未だ民間の薬局に依存し
ているため、このように決められる価格に対して
弱い立場に置かれている。そこで、入手可能な価
格で人びとに薬を提供するため、2015年レコレ
タ地方政府は同国初の「人びとのための薬局」を
立ち上げた。自治体が物資の直接供給者という
役割を回復しただけでなく、所得の低い人びとに
補助金を出し、医薬品に平等にアクセスできるよ
うにしたこのモデルは、社会保障における連帯の
側面をも再興した。現在、この薬局運営は5年目に
入ったが、その高い効果が実証されている。同自治
体の計算によれば、住民の医薬品にかける金額は
大幅に減少。月々の薬代が70％も安くなった人も
いるほどだという。19

事例 H – ブラジル、サンパウロ: ハームリダクション

過去20年、サンパウロのルス地区は、ホームレス状
態にある住民およびクラック・コカイン中毒に苦し
む住民が多いことで知られていた。1990年代およ
び2000年代、この問題を解決しようと近隣の警備
強化や中毒者の犯罪化などを含むたくさんの公的

プログラムが実施されたが解決にはいたらなかっ
た。2014年、当時の市長だったフェルナンド・ハダ
ッドは新しいアプローチを開始。コミュニティーリ
ーダーや地元NGOと協働し、147の野宿用テント
を撤去するよう交渉しながら、クラック・コカイン使
用者との対話を始めたのだ。

新たなプロジェクトの一つに、公費によって賄われ
るオープン・アームズ・プログラムがあった。これは、
薬物使用者にアプローチし、宿泊場所、日に3度の
食事、自治体での仕事、医療サービスへのアクセ
スなどを、薬物使用を無理に中断するという圧力
なしに提供するというもの。開始以降、オープン・
アームズの支援を受けた人びとのうち73％がク
ラック・コカインの使用を中止し、これにより自治
体は6800万レアル（1180万ユーロ）を節約する
ことができた。20

7. （再）公営化は民主的な公的所有を可能にする

公的所有は自動的に民主的であったり効率的であっ
たりするわけではない。官僚主義や非能率性によって
身動きができなくなったり、既得権や汚職、独裁的な
権力者に公共セクターが捕われてしまうこともある。
しかし、民間の企業や団体であっても、同様の問題を
抱えることはままある。さらに透明性の低い公と民間
が結託すれば税金が効率的に使われる確率はさらに
低下する。課題は公か民かではなく公の透明性や民
主制を高めることである。

柔軟性があり、質の高い公共サービスを作り出すに
は、直接的にも間接的にも住民が民主的な意思決
定に参加できる新しい形の公的所有のあり方が必
要だ。それを実行するための方法はたくさんある。ア
カウンタビリティや透明性、情報公開を強化・促進す
るための仕組みから、公営企業における参加型統治
の導入まで、（再）公営化の取り組みの中で、すでに様
々な改革が実施されてきた。例えば、グルノーブルや
パリの公営水道会社が実践したように、（再）公営化
されたり、新たに設立されたりした地方公営企業で
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は、サービス利用者の代表を役員とすることで統治
の民主化を図ることができる。またデンマークには、
公営企業役員の3分の1を労働者の代表とするとい
う法律がある。

労働者や利用者の代表が、公的組織の意思決定機
関に参画できるようにすることは、統治のあり方を改
善し、公的所有の意義を拡大する上で最も重要なこ
とだ。このような参加型統治は、市民オブサーバトリ
ーや市民会議など、利用者にとって意義のある機関を
設置することでより促進することができる。市民オブ
サーバトリーは実際にパリやスペインのタラサ市で実
践されている。市民に開かれたフォーラムでありなが
ら、水道公社の統治機構の一部として調査請求権な
どを有する参加型運営のモデルで市民と地方公営企
業をつなぐチェンネルになっている。パリ市では市民
オブサーバトリーの代表が、地方公営水道企業の理
事会に参加する形で住民の視点を地方公営企業の
政策決定に反映させている。

私たちの調査によると、（再）公営化によってより民
主的な管理が可能になった、もしくは可能になる見
込みの事例は149件あった。メキシコのラモス・アリ
スぺ市は、水事業に関わる官民連携（PPP）を食い止
め、2014年に同事業を再公営化。同市市長は、新し
く立ち上げられた公営企業コンパラ社について、サー
ビス供給者と利用者の関係性を変えるべく、市民が
参加できるよう開かれた形で運営すると宣言した。同
社の統治機構の一つである技術会議のメンバーは、
市長、州の水事業代表者2名、同社の管理職、調査機
関の専門家、そして利用者組合の活動家で構成され
ている。21 こうしたラモス・アリスぺやタラサのような
事例が示すのは、公営企業における民主化は、それ
を求める社会運動があるかどうかによるところが大
きい。つまり、公共サービスに対し、人びとによる管
理や意味のある参加をどれだけ住民が求めたかが、
その後の仕組みに反映される。

公的所有のあり方はさまざまだ。公的機関が草の根
の市民運動や労働組合と協力することもあれば、公的

機関と非営利団体による共同所有の形をとることも
ある。ドイツのヴォルフハーゲンという町では、市民共
同組合が地元の風力発電に出資。公営エネルギー企
業の4分の1を所有し、役員会議にも2名の枠を持つ
ことになった。22 自治体が電力網を再公営化したこ
とで実現したこの共同所有は、電気料金の低減、共
同組合の有する幼稚園への投資、そして2倍近くの
従業員増という結果に結びついた。

コミュニティに根を下ろした団体との協働や提携は、
公的機関の文化を再構築し、民主的なあり方をより
深化させる傾向にある。協働や提携の結果、政府と
経済、人びとの関係性が組み替えられ、一番の優先
事項として社会的・環境的な目標が設定されるから
だ。公的機関が非営利団体や組合と協働する事例
はたくさんある。例えばオランダでは、ライデン市と
その近郊の一部地域で無料のインターネットサー
ビスを供給するワイヤレス・ライデンを、いくつもの自
治体が支援している。スペインでは、先進的な自治体
が、Som Energia, GoiEner、EnergÉticaなど、エ
ネルギーを供給する協同組合を大企業の代わりに
選ぶ動きが全国的に出てきている。

事例 I - スペイン、タラサ: 水道

タラサはカタロニア地方で3番目に大きな都市
だ。この地で、「命の水市民連合タラサ」という市
民プラットフォームが水道事業を公の管理のもと
に戻すようキャンペーンを始めたのは2014年の
ことだった。水道事業全体に公的かつ総合的な
参加型管理を導入するよう提唱する彼らの提言
は、2015年に自治体選挙候補者たちに広く支持
された。翌年、新たに選挙で選ばれたばかりの市議
会は水道の直接管理に関する動議を可決。2018
年に地方公営企業のタイグア社が設立された。そ
の後も、「命の水市民連合タラサ」は公水道を民主
的に管すする方法を模索し、市議会はタラサ・ウォ
ーター・オブサーバトリー（OAT）の設立を決めた。
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自治体から独立して機能するこの市民オブサーバ
トリーは、公共の水に関する社会協定に則って運
営され、公的な水道管理に関する意思決定権の一
部を担っている。市民の参加や戦略的な意思決定
を促すよう構築されたこの団体の最高統治機関
は、各政党の代表者、自治体政府、技術係、経済
界、コミュニティ団体、労働組合、そして地元大学
の研究者で構成される。利用者とともに、水道事
業の協働統治・共同生産を行うという挑戦に挑
むOATの取り組みは、カタロニアやスペイン全体
で先駆的な存在として注目されている。23

事例 J – 英国、プリマス: エネルギー転換

2013年、プリマス市と住民は、出資メンバーが共
有するコミュニティのための団体、プリマス・エナジ
ー・コミュニティ（PEC）を立ち上げた。PECの活動
によって上がった利益は、コミュニティに再投資さ
れる。プリマス市は、同団体が「良心的な価格で、フ
ェアかつ低炭素のエネルギーシステムを地元住民
とともに創り出す」ことができるように、資金やロ
ーン、スタッフ教育の機会などを提供した。2014
年、PECは地元における再生可能エネルギーの
生産に向けて、投資や施設の導入、管理などに取
り組むPECリニューアブルも設立した。

2019年までに、PECは2万を超える世帯の電気料
金を低減。その金額は合計で100万ポンドにもの
ぼった。さらに、2万6000ポンド以上の小債務も返
却した。またPECは汚染された土地を利用して太
陽光発電所を建設。学校やコミュニティ所有の建
物の屋上に取り付けられた太陽光パネルと合わせ
て、2000世帯分を賄うクリーンエネルギーの生産
基盤を整えた。耐用年数が尽きる20年間で、同プ
ロジェクトによる売り上げは150万ポンドが見込
まれており、二酸化炭素排出やプリマスにおける
エネルギー貧困を削減するプロジェクトに再投資
される予定だ。自治体と今も密接な協力関係にあ

るPECというこの公コミュニティ連携は、プリマス
市が地場産のエネルギーに転換していく上で、民
主的かつ強力な牽引力となっている。24

8. 再公営化は、労働者と連携し、労働者から学ばな
ければならない

労働組合と市民運動の連帯は、民営化に反対する運
動をこれまで数多くの勝利に導いてきた。ナイジェリ
アのラゴスでは、労働組合、コミュニティ組織、NGO
の連合が水の民営化に対抗するオルタナティブとし
て、水道事業を担っていた州の公有企業の改革案を
市民のビジョンおよび戦略として提示するなどしてい
る。また脱民営化に関して言えば、3000万人の労働
者を組織する国際公務労連（PSI）は、加盟労働組合
が再公営化に備えて準備を進められるように教訓や
ガイダンスを提供している。25 

公共サービスの再公営化は、サービスを運営する主
体であり組織の一部である労働者を巻き込み、彼らに
影響を与えざるを得ない。しかし、労働条件に関する
地域や国の規制が違うため、労働という側面から再
公営化を一概に語ることは難しい。ただ、どのような
場合でも重要なのは以下の3点だ。まず、再公営化
の初期の段階で影響を受ける全ての労働者に情報
を提供し、全ての過程を通して働く人を支援するこ
と。次に、国レベルの労働組合連合はその支部と定
期的に連絡を取り、協力関係を築くこと。最後に、可
能な限り早い段階で地方自治体と交渉する機会を
つくり、関係のある全ての労働者にとって公平な形
で民から公への転換を図ること。

ノルウェーの公務員組合は、137にものぼる自治体
の廃棄物回収に影響を及ぼした2017年のレノノル
デン社の倒産に際し、有効な戦略を持って対応し
た。26 組合の国レベルの事務局が同社倒産の影響
を受ける地元の加盟組合と連携、廃棄物回収を公
の管理下に取り戻すべく、新たな業者選定のための
入札に反対票を投じるように各自治体の議会に働
きかけたのだ。また、公務員組合Fagforbundetの
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オスロ支部は、加入条件を広く設定した勧誘戦略
を取り、ともすれば不安定化しやすい再公営化への
移行期間で逆に組合員数を増加させた。その多く
が短期契約の下で働く移住労働者であった民間企
業の従業員に働きかけ、組合のメンバーになること
で労働者の権利を擁護できると説得した。また移行
期間中に、非組合員の労働者とも連帯。最終的に、
再公営化後の労働者のために、正規雇用の拡大と
労働条件の改善を勝ち取った。

地域における三者間協力は、ノルウェーの半数以上
の自治体で実施されている。自治体が直面している
さまざまな課題に対し、地域としての最適解を見つ
けるべく、政治家、行政の指導者、労働組合が建設
的に協働する仕組みが三者間協力である。普段自
治体の管理者に届きにくい従業員などの声も、三者
間協力の対話を通し、組織的に取り入れられる仕
組みが作られている。再公営化後も、この三者間協
力があれば労働者の視線を取り入れたサービスの
改善が見込まれ、またそのことによって今後他の公
共サービスのアウトソーシングや民営化に対抗する
ことができるとFagforbundet は主張している。27

9.エコフェミニスト的な視点で、公共サービスのあ
り方を変革する

エコフェミニスト的な公共サービスとは、利益ではな
く人びとおよび地球への配慮を中心に設計された公
共サービスのこと。公共サービスに対してエコフェミ
ニスト的なアプローチを取ると、私たち人間は、ほか
の人びとや自分たちが暮らしている場所の生物圏と
深く依存しあって生きているということに気付かされ
る。そのため、この視点を取り入れることで、公共サー
ビスをどう組織するのかという点について問い直すこ
とが可能になるのだ。

民営化、官民連携（PPP)、アウトソーシングなどは、
短期的な金銭的利益にのみ注目するものだ。これら
のモデルを使って提供されるサービスは、すでに存
在している不正義を強化したり、エコシステムを破

壊したりしがちである。また、これらの経済効率と利
益中心モデルは公共サービスに依存している、より
弱い立場の人たち――その比率は不当なほど女性
に偏っている――を苦しめることが多い。さらに、利
益の追求は、料金の値上げや、サービスに対するアク
セス状況の悪化などにつながる傾向にある。

民営化や緊縮財政の一環として補助金が減らされた
場合、ケアサービスの削減や高額化は子どもや高齢
者を直撃するだけでなく、こうした人たちをケアして
いる多くの女性に影響する。現在の経済モデルを支
える役割分業はジェンダーや人種と深く結び付けら
れているため、こうしたケアワークは女性の仕事とさ
れることが多い。実際女性たちは、低報酬もしくは無
報酬で家事やケアワークを担っているが、その多くは
非白人の女性たちにアウトソースされがちでもある。
さらに、公的なケアや清掃サービス、教育などの分野
には女性の労働者が集中しているため、これらのサ
ービスが民営化された場合に多くの女性たちがそ
の煽りを受けることになる。これらを合わせて考える
と、民営化は、労働市場における差別に直面してい
る人びとや所得の低い人びとなど、すでに最も周辺
化されているグループに最も大きな打撃を与えると
言える。つまり、非白人の女性、先住民族の女性、移
住労働者の女性、LGBTQI+の人びとなどが、民営
化において最も高いコストを支払わされるということ
になり、結論としてジェンダーにおける正義と民営化
は、根本的な対立関係にあると言える。また、民営化
から脱し、公共サービスを再公営化してアクセシビリ
ティを改善したとしても、それが自動的にジェンダー
における正義を実現するわけではない。さらに積極的
に改革は必要である。

リーダー的地位に女性が平等に代表されることは
必要不可欠だが、それだけでは公共サービスがより
貧しい女性たちのニーズに応えたり、地球の許容範
囲内で運営されたりするようになるとは限らない。エ
コフェミニスト的なアプローチを取るとは、部分的な
参加にとどまらず、下からの声で上が動くという本質
的なボトムアップの形を追求することだ。また人間だ
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けでなく人間でないものに対しても配慮するという方
針を組み込むなど、公的所有における民主化のレベル
を深めることができる。28 これは、政治家や行政がた
だ住民の声を聞くというだけに留まらず、政策決定や
意思決定のプロセスに恒常的に住民が参加できる形
にするということだ。少数のエリートの声を聞くので
はなく、数多くの人びとの日常生活が改善される形
で公共サービスを提供できるように、周辺化された
人びとの声が真に生かされるような新しいメカニズ
ムを導入する必要がある。新型コロナウィルス危機
が示したように、最も抑圧された人びとが安全かつ
健康で、危機に強くあって初めて、私たちもまた安全
かつ健康で、危機に強くなれるからだ。29 

フィリピンのいくつかの町は、女性に焦点を当てたサ
ービスを提供する最前線となっている。カローカンに
あるバゴン・シラン協同組合は、この貧しい都市コミ
ュニティの住民に水を供給するため、地元の女性た
ちによって立ち上げられた。水供給事業から得られ
る利益は、組合員に分配されたり、保育などの公共
サービスに再投資されたりしている。2019年時点
で、バゴン・シランは742世帯にサービスを提供し
た。また同じくフィリピンのビナロナンでは、女性、子
ども、ひとり親家庭、高齢者を対象に、2015年から
自治体が資金援助や保育サービス、無料の一時医
療サービスを提供している。30 

10. （再）公営化は地域の共通資産を増やし、地場
経済を活性化する

廃棄物回収処理、食、清掃、情報通信などの公共サ
ービスを民間から取り戻したり、新たに開始したり
することは、コミュニティ全体の変革につながる。社
会インフラを提供する企業が民主的に管理されてい
る場合、利益がコミュニティに再投資され、経済が地
域化される可能性がはるかに高まるからだ。米国に
基盤を置くデモクラシー・コラボラティブは「地域の
共通資産の構築(Community Wealth Building)
」という考えを提唱する。外（国）の企業の投資に依存

するモデルを脱却し、「拠点機関」と呼ばれる公的機
関の調達や雇用・投資を通して、環境的に持続可能で
公正な地域経済構築することを目指す。

自治体の機関から病院、大学、美術館、公的な情報通
信サービス企業など、地域に根ざした「拠点機関」の
総合的な物資やサービスの購買力は大きい。「拠点
機関」が必要な物資やサービスを地元で調達する
ことで、地元の経済を向上させる能力を発揮するこ
とができる。例えばチリのバルパライソ市は、大手の
清掃サービス会社の代わりに地元の共同組合と清
掃事業の契約を交わすことにした。大手の清掃サー
ビス会社は労働者への賃金を最低に抑える一方で
潤沢な利益を契約に反映する傾向が強いが、地元
の協同組合は労働者の取り分が相対的に大きい。
結果として公共調達契約を通じて、公的資金が外
の投資家よりも地元の労働者により多く循環するこ
とになる。また、フランスのレンヌ市は、水源地の保
全のため地元有機農家の支援をするだけでなく、地
元で収穫された有機農産物を学校給食に使うこと
で安定的な需要を作っている。ここでも公共調達契
約が力を発揮する。経済の地域化は、自治体が公共
サービスから首都や外国の営利企業を撤退させる
形でも起こる。例えば、ロンドン特別区のイズリント
ンは、アウトソースされた3万5000戸の公共住宅の
維持・管理サービスや清掃サービスを2011年に区
の直営に戻して（インソース）、労働者を正当な価格
で再雇用した。2017年にはエンジェリック・エナジ
ーという公的な電気供給会社も設立。結果として、
特に低所得家庭に対し、安価な価格で住宅や電気、
ガスを供給できるようになった。

私たちの調査によると、コミュニティ資源の構築やよ
り危機に強い地域経済の実現に（再）公営化が貢献
した、もしくはする見込みの事例は297件あった。そこ
には、地元に豊富にある自然資源をより有効に活用し
た例や、住民のために安定した雇用を創出した例、新
たに持続可能な事業活動を開始した例などが含まれ
ている。なお、地元の環境に対する知識や実践を蓄積
したり、さらに発展させたりする取り組みは、未来を見
据えた公共サービスを構築する上で極めて重要だ。
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事例 K – 米国各地の都市：情報通信サービス

米国では過去数年間で、141の公的な情報通信
サービス企業が地方行政機関によって作られた。
アクセスの向上とより民主的な管理の導入を目指
し、雇用を創出し経済を活性化させる仕組み（テネ
シー州トゥラホマ、チャタヌガ、トーマスヴィル）や、
生活の質を向上させる仕組み（ノース・カロライナ
州ウィルソン、マサチューセッツ州マウント・ワシン
トン）、教育や医療サービスへのアクセスを改善す
る仕組み（例えばヴァーモントのECファイバーとい
うインターネットを扱う非営利団体）などが自治体
によって構築された。

ジョージア州トーマスヴィルでは、公営のコミュニ
ティ・ネットワーク・サービス社（CNS）が中小企業
や繁華街を支えていると評価されている。ミネソタ
州スコット郡の地方政府は、まず学校や自治体施
設などの拠点機関をつなぎ、公的なファイバーネッ
トワークを構築した。このネットワークは1000件
もの雇用を創出し、地域の教育機関におけるイン
ターネットアクセスを大幅に改善した。また公有化
によって、メガビットあたりの通信費が58米ドルか
ら7米ドルに下がったため、地域の教育機関にとっ
て大きな節約となった。テネシー州モリスタウンで
は、新たに創設された公営のファイバーネットが、
質の高いインターネットサービスを手頃な価格で
一般家庭や企業、公的機関に提供している。この
おかげで、大幅な節約が実現し、雇用が創出され
ただけでなく、他と比べても速度の速いインター
ネットを理由に、モリスタウンに移転してくる企業
も現れている。31  

事例 L – エジプト、カイロ：廃棄物回収処理

カイロにはザバレーンと呼ばれる廃棄物回収の伝
統的なコミュニティーがあり、およそ7万人が廃棄
物回収で生計を立てている。ザバレーンの人びとは、
そのほとんどを有機廃棄物（生ゴミ）が占めるカイ
ロの廃棄物の3分の2、1日当たり1万5000トンの

処理を伝統的に担ってきた。家々を周って廃棄物
を回収し、管理するこの仕組みは、85％ものリサ
イクル率を誇り、特に食品廃棄物は豚の餌として
食べさせることで循環的な仕組みを培ってきた。

しかし2000年初め、カイロの廃棄物回収処理事
業は民営会社に委託されてしまった。ザバレーンの
人びとから廃棄物回収を仕事を奪い、この仕事を
受け継いだ企業のリサイクル率はわずか25％ほ
ど。さらに、カイロの一部地域からは廃棄物を回
収することもできず、住民たちは自分たちの廃棄
物を中央集積所まで運ばねばならなくなった。そ
れにも関わらず、人びとは電気料金の請求書に
統合された劣悪なゴミ処理サービスに代金を支
払わされる羽目に陥った。独自の能力では廃棄物
の回収や分別が間に合わず、企業はザバレーンの
人々を雇用したが、ザバレーンの人 と々の収入は、
かつて自分たちで回収を組織していたときに比べ
75％も減少してしまった。

廃棄物の回収処理料金を電気料金に含めたこと
について多くの訴訟が起こり、2017年、ついにカ
イロ市は廃棄物回収処理サービスの再公営化を
決断。再びザバレーンの人びとと直接提携する関
係に戻った。このザバレーンの人びとが運営する
廃棄物回収処理のあり方は、1800万人が暮ら
すカイロのような大都市であっても、循環型の経
済を実現することは可能だということを示してい
る。32 このような例は公とコミュニティーのパー
トナーシップ（Public Commons/Community 
Partnership) として注目されている。

11. （再）公営化は気候危機に対応するための戦
略となる

民間企業が利益のためにエネルギー関連サービス
やインフラ事業を担い続けている限り、気候危機に
対応するのはとても難しい。売り上げや投資利益率
を最大化することと、エネルギー消費量を大幅に削
減することはお互い相入れないからだ。 しかしなが
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ら、壊滅的な気候変動を加速させ続ける化石燃料
や鉱山資源採掘産業に依拠した「成長」への固執を
捨てて、低炭素経済に移行することが早急に求めら
れている。

自治体や公的機関は多国籍企業に比べ、短期的な
財政にこだわるのではなく、長期的な環境への配慮
を優先できる立場にある。世界的なエネルギー転
換を達成するためには、国際的・国内的な全体調整
が不可欠なことは明白だが、エネルギー効率を高め
るべく住宅を改修したり、地域で再生可能エネルギ
ーを生産したり、食の地産地消に取り組んだり、異
常気象リスクへの対応を進めたりなど、すでに多くの
コミュニティや市民、自治体が、気候危機に対して動
き始めている。

私たちの調査によると、公共サービスを（再）公営化
する主な理由が、再生可能エネルギーへの転換及び
二酸化炭素排出量の削減など、気候危機対策だった
事例は少なくとも119件。そのうちの多数はエネルギ
ー関連事業だった。また、2017年から2019年の間
に、世界におけるエネルギー事業の（再）公営化数は
20％増加し、合計374件となった。

多くの国のエネルギー市場は、少数の民間大企業に
よる寡占状態にある。そして、数十年にもおよぶ市民
社会からの圧力を無視して、多くのエネルギー企業は
化石燃料の採掘を進め続けている。多くの人々が市
民協同組合としてコミュニティーエネルギー事業を
立ち上げたり、英国のノッティンガムのように、公営
のエネルギー企業の創設に踏み切ったりした理由は
ここにある。競争が大手にとって有利となる自由化さ
れたエネルギー市場では、自治体が民間企業を買い
取ることは難しい。しかし、公営のエネルギー企業を
新設し、エネルギー利用の効率化を図る事業や地元
での太陽光・風力発電に投資したり、地産エネルギー
の供給者になることは可能だ。さらに、公的施設や低
所得者の住宅の改修に投資し、エネルギー効率を高
めることで、エネルギー使用量を大幅に削減し、エネ
ルギー料金を引き下げることもできる。33

2018年、ブルガリアのドブリチは街灯の管理事業を
再公営化した。2019年の年末時点で、同市がエネル
ギー効率の良いLEDライトに取り替えた古い電球の
数は1500個。これにより、街灯向けの使用電力は47
％も削減された。さらに、同市は71の公的施設と41
棟のアパートを改修。結果として、数千世帯の暖房料
金を30〜60％引き下げた。34 

民営化を終わらせることにより、気候危機や貧困な
ど、現在私たちが直面している大きな課題に対し、
自治体が公共政策を全体として調整できるようにな
る。私たちの調査では、少なくとも209の（再）公営化
事例で、格差の是正や持続可能性、社会的包摂など
に向けて、政策をより良く調整しようとする取り組み
が見られた。具体的には、二酸化炭素排出量の削減
とエネルギー貧困35 問題の解決を結びつける政策
などが実施されていた。反対に、民営化された電力
会社は、基本的に化石燃料に頼り続ける傾向にあり、
その価格が高騰すれば、エネルギー貧困状態にある
住民にとって耐えがたい状況になる可能性がある。

気候危機の影響も自治体の対策も、地理的な条件に
よる差異が大きく出る。途上国など、地理的に南に位
置する国々は、すでに長い間気候危機の最前線に立
たされており、自治体は気候災害とも呼ばれるその影
響を軽減する必要に迫られてきた。例えばフィリピン
では、農家だけでなく、社会の中で最も影響を受けや
すい人びとに対する支援を自治体が充実させている。

地方交通や廃棄物回収処理サービスを取り戻すこ
とも、温室効果ガス排出量削減につながる。オラン
ダのロッテルダムやハーグは、最近地域公共交通を
再公営化し、一部のバスを電気バスに置き換えた。
そのほかの事例としては、フランスのブリアンソンが
挙げられる。同自治体は2013年に廃棄物回収処理
サービスを再公営化。「廃棄物ゼロ」を目標に掲げ、
廃棄物の排出量をすでに33％も削減した。
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事例M – フィリピン各地の自治体：異常気象がも
たらす影響に対応する

フィリピンのドゥマンガス、ゲロナ、シャルガオで
は、地方政府が気候学校を創設。農業者や漁業
コミュニティが、異常気象やそのほかの気候関係
の危険など、収入や暮らしを脅かす事態に対し、
よりよく対処する方法を学べるようにした。気象
を観察し、農法をそれによって調整することで、ド
ゥマンガスの気候学校の生徒たちは、すでに米の
収穫量を増やすことに成功した。36

事例O – フィリピン、ラヌーサ: 災害リスク削減
と復興

サーフィンで有名なラヌーサの町は、悪化する気候
危機に対する自治体の対応力を高めるために、災
害リスク削減と復興を担当する部署を創設した。町
の経済は、森林や河川、マングローブに依存してい
るため、災害対策においても、人びとの暮らしと生
態系との関係性を考慮した包括的な枠組みが取り
入れられている。さらに、災害への対応力を高める
べく、担当部署は女性、子ども、高齢者、障がい者の
ニーズを特に優先している。37 

事例 N – フランス、レンヌ: 水道管理、有機農業、
質の高い学校給食

フランス、ブルターニュ地方のレンヌは、2014年に
水道サービスを再公営化した。この地方では環境
を汚染する工業的な農業が営まれており、水源を
この汚染から守ることは公的水道事業者の長期
的な課題となっていた。そこで同自治体は2015
年に「Terre de Sources（水の湧く場所）」とい
うプログラムを開始。水の汚染を防ぐため、農薬
を使わず、生態系の力を引き出す農業に転換でき
るよう水源地の農家を支援した。同時に、そうし
て生産された農産物をレンヌおよび周辺地域の
学校給食に使うことで、需要を喚起。さらに、持続

可能な方法で生産された地場農産物であること
を示す「Terre de Sources」認定ラベルも作り、
スーパーマーケットなどでの販売促進も図った。
パリなどフランスの他の町でも、水源を守りなが
ら学校の子どもたちに質の高い食べ物を提供し、
さらに浄水コストを抑制する似たような取り組み
が実施されている。38

12. 大企業に対抗する公公連携 

再公営化は、時として不利な戦いを強いられる。地方
自治体やコミュニティは、大企業に比べてごく限られ
た資源しか持っていないからだ。この不均衡な力関係
を変えるためには、地域レベル、国レベル、そして国際
社会レベルでの公的機関同士の協力が鍵となる。非
公式・公式を問わず、公公連携は（再）公営化運動を盛
り上げるために、これまでしばしば重要な役割を果た
してきた。例えば、フランスの水道事業においては、民
間のスエズ社とヴェオリア社が、政策・調査・技術、さ
らに地方自治体への助言まで、あらゆるレベルで力を
握っていた。これに対し、グルノーブルやパリなどの先
駆的な自治体は地方水道公社間の協力体制を構築、
成長させてきた。自治体レベルのこうした連携がなけ
れば、再公営化の実現は不可能だったであろう。39

公公連携は、再公営化後も不可欠だ。特に、研究・開
発の分野においてその重要性は非常に高い。新たな
公共サービスは、新たな挑戦に立ち向かえるよう革新
的でなくてはならない。この点において、公的事業者
間の提携や学術機関との連携は有効な役割を果た
す。これらの知の創造や管理は、特許技術の開発や
販売など、商業目的のための囲い込みや独占と根本
的に性質を異にする。それは公共の利益のために知
識や技術が共有され、地元それぞれの事情に適応さ
せたり、支援する協力体制である。

このような形の公公連携は、地方や低所得地域、投
資を引き揚げられてしまったコミュニティなど、民間
企業がサービスを提供したがらなかったり、すること
ができないような国や地域に公共サービスを広げる
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上でも有効だ。米国のいくつもの小さな田舎町が、コ
ミュニティ所有のブロードバンド・インターネット設備
を拡大する上でも、こうした連携は大きな役割を果た
した。水道分野でも、例えば確固たる基盤を持たない
水道公社が、改革のための計画を作るときに、パート
ナーの水道公社の支援、助言、トレーニングを受ける
非営利の公公連携が広く実施されている。

地方と都市の公共サービスの整理・統合、もしくは小
さな地元の公共サービスを大きな都市のサービスに
合併させることは、多くの場合、民間企業が好むより大
きな市場を創出するという点で民営化に有利だと考
えられている。広域化についてはその一件、一件につ
いて何が中心的な動機なのか注視する必要がある。
効率化やコスト削減を掲げて民営化の土壌作りにな
る一方で、公公連携の力を利用すれば、状況をひっく
り返し、こうした統合をより大規模な再公営化および
民主化の機会とすることも可能だ。

事例P – フランス、ニース都市圏: 水道     

2013年、ニース及びニース周辺の自治体議員たち
は、ニースの水道事業を徐々に公的管理の元に戻
すと発表した。フランス第5の都市であるニースで
は、1864年に水道が整備されて以降、ずっと民間
企業が水道事業の管理運営をしてきた。

ニースのコート・ダジュールは、2012年、同国で
最初の「都市圏」に指定された。この地域の特徴
は、メルカントゥール国立公園のアルプスの山々
から地中海にいたる広大な地域のほとんどが、田
園地帯や山岳地帯によって占められていることに
ある。同市が再公営化を選択した主な理由は、こ
の非常に広大で多様性に富んだ土地の「地域的
連帯」を醸成するためだった。つまり水道供給が
容易な人口の多い都市平野部の利益を、供給コ
ストがどうしても高くなってしまう人口の少ない
山間部の回して、地域全体で同等のサービスが
受けられる連帯を仕組みをつくるのだ。民間企業
による管理は、これほど多伎に富む土地には向か

ないばかりか、利益が上げやすい都市部を好む。
今日、49あるニースの自治体のうちおよそ80％に
当たる33の自治体が、新たに創設された公営会社

「オー・ダズール」の水道サービスに頼っている。

この都市圏の自治体間において、連帯を基礎とし
た関係性と必要な「資源の蓄積」を実現できるの
は公的管理だけだと考えられたのだ。現在、オー・
ダズールは、このニース都市圏全域におけるサー
ビスの質と水道料金の標準化を計画している。40

事例 Q – 英国、ノッティンガム: 電力供給 

ロビンフッド・エナジーは、ノッティンガムの公営
電力供給会社（かつ「従業員に正当な賃金を支払
う雇用者」）だ。2015年、エネルギー貧困と戦うと
ともに、料金の透明性の保証、役員賞与の禁止、そ
して民間株主の排除を通して英国の6大エネルギ
ー会社に挑戦すべく設立された。

今日この非営利企業は、ロビンフッド・エナジーと
同様に住民に対してわかりやすく正当な価格で電
力を提供する英国の他の9つの町が設立した公営
企業と提携、同社のブランドで提携先の公営企業
が発電した電力を販売している。この公的連携を
通した同社の利用者数は、英国各地ですでに合計
13万人を数える。同社は、全ての黒字（2019年の
場合は20万ポンド）を、再生可能でより手頃な電
力サービスのために再投資している。例えば、生
活が苦しい人向けに冬季の電気代を割り引く「ウ
ォーム・ホーム割引」スキームへの参加などだ。同
社は他に、いくつもの公営住宅協会と提携し、エ
ネルギー効率化サービスの供給を通して自治体
を支えている。41
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結論: さらに前に進むために
再公営化や公営化は、民営化や搾取型経済に対抗す
るための力強い政治戦略だ。多くの国の政府が、極端
な不平等と環境危機への対応に失敗しているのに対
し、たくさんの都市がこれらの課題に取り組み、住民
の生活の向上を図っている。地方政府に対し、脱民営
化と公共サービスの民主化を働きかけることで、地域
の人びとや労働者が得るものはとても多い。

いくつかの非常に先進的な自治体は、滞在許可を持
たない移民、障がい者、低所得世帯など、社会の中で
最も周辺化された人びとのニーズを優先するよう、政
策や公共サービスを見直している。さらに、より民主的
な地方政府は、意思決定権を開くことで、サービスの
利用者、労働者、市民社会、研究機関などの代表者と
協働して新しい公的所有のモデルを実践している。公
的所有は、上意下達のトップダウン型であることが多
々ある。しかし、このレポートでは、公的所有をより民
主的にする革新的な方法が導入され、公共サービス
を「みんなのもの」にしようとする数々の事例に光を
当てた。これらは、21世紀の公的所有を構築する上
で欠かすことのできない重要な要素だ。

自治体は、民主的な公的所有の枠組みを創り出す最
前線だ。市民オブサーバトリーのような参加型の仕組
みや、公的所有の多様化、労働者の深い関与など、様
々な自治体で見られる実践は、より広範な、国レベル
における民主的な公的所有のあり方についての議論
を喚起しうる。こうしたボトム・アップの取り組みは、
共同所有の枠組みを構築していくために早急に必
要であるだけでなく、あらゆるレベル、あらゆる地域
で公的所有を推進していくための強力な戦略となる。

同時に私たちは、さらなる市場の占有や競争、民営
化などを目指して結託する強大な企業、政治勢力
と戦わなければならない。EUのサービス指令（EU 
Services Directive、通称ボルケシュタイン指令）
は過去10年に渡り、サービス分野における広範な自
由化を進めてきた。2018年、強大なビジネス界のロ
ビー勢力は、さらに徹底した自由化を進めるサービス

通知指令（Services Notification Directive）を採
択するようEUに圧力をかけ、その目論見をほぼ達成
しかけた。これに対し、ヨーロッパ全域の市民社会は
結束して運動を展開し、この通知の採択は現在まで保
留されている。しかし、2020年3月、欧州委員会の委
員たちは、単一市場施行のための行動計画（Single 
Market Enforcement Action Plan）を発表する
など、サービス通知指令を通すためにさらに力を注い
でいる。もしこの指令が通過してしまうと、自治体が民
泊プラットホームのAirbnbや巨大スーパーマーケッ
トチェーンのカルフールなどの巨大企業を民主的に
規制する権利が阻害されてしまう。42

数え切れないほどの貿易・投資協定によって、自治体
の民主的な決定が多国籍企業の利益を将来損なう可
能性があるとされた場合、企業が相手国の政府に対
し数億ドルもしくは数十億ドルもの賠償を求めること
が可能になるような法的手段が用意されている。EU
のエネルギー憲章条約（Energy Charter Treaty）
を含むこれらの協定は、環境政策の阻害要因となって
いる。43 さらに、自治体や協同組合が大企業との競争
を強いられる限り、こうした小さな解決策の多くは生
き残ることが困難になってしまう。事実、デンマークと
ドイツで少なくない数のエネルギー協同組合が、競
争の激化によって消滅してしまった。44 

2008年の金融危機後、緊縮財政によって自治体の
公共部門の予算が削減される中、国の公的資金の
使い方を見直すことが最重要課題となっている。新
型コロナウィルスの大流行でも証明されたように、
公共サービスは私たちの社会を支える背骨である。
しかし、特に危機的状況において社会がこれらのサ
ービスに頼ることができるようにするためには、多く
の公共サービスの責任をもつ自治体に十分な予算
が必要だ。いくつかの政府はすでに医療分野への公
的予算引き上げを決めているが、これらの予算が、官
民連携（PPP)などのスキームを使って民間企業に利
益配分するのではなく、公共サービスの質と能力を向
上させるために、労働者のために使われるか、注意し
て見ていく必要がある。
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現在のモデルでは、公費が民間投資家の利益を保
証し、リスクを低減するために使われている。このた
めの公的コストは甚大だ。東洋アフリカ研究学院（
ロンドン大学、ソアス）教授のトーマス・マロアが指
摘するように、世界の公的金融機関の総資産は73
兆米ドルにものぼり、その半分は公的銀行の管理下
にある。45 これは世界の国内総生産の93％にあたる
金額だ。そのため、巨大な民間業者を仲介させるの
ではなく、これらの公的資金を直接社会に投資した
方が、国や自治体の政府にとってはるかに効率が良
い。直接公共投資に加え、ずっと求められてきた公
正な税制（tax justice)を取り入れることで、普遍的
な公共サービスの提供が可能になり、国境を超えた
な連帯も育まれるだろう。質の高い公共サービスが、
都市から地方までを含む全ての人に提供されるよう
になれば、富が再分配されるようになり、地域的な不
平等を是正することも可能だ。

社会運動が一丸となり、州や県、全国レベルにおけ
る民主的な公的所有を要求できれば、経済や公共
サービスのあり方を変えることすら可能だ。米国で
は、自治体や州が所有し、管理するエネルギーサー
ビスと銀行を求める運動が大きくなっている。また
2019年以降、若者たちが率いる気候行動のサンラ
イズ運動、多くの労働組合、そして大統領候補者で
あったバーニー・サンダースが、全国的なグリーン・ニ
ューディール政策を求めてきた。この政策は、気候変
動の抑止と経済格差の是正を狙った経済刺激策のこ
とで、エネルギー、住宅、金融の公的所有がその中心
をなしている。新型コロナウィルスの感染爆発も、こ
れらの呼びかけの緊急性と必要性を裏付けている。
自治体が社会運動と手を結べば、国の政治課題を
問い直すことができるのだ。46 

南アフリカの巨大な電力公社であるエスコム社は汚
職と債務の危機に晒されているが、解体して民営化
するのではなく、真に国民のための国営企業に改革
するよう政府に求めている南アフリカの労働組合と
市民運動の取り組みも刺激的だ。47 また、結果的に
選挙では敗北したものの、英国労働党による2019

年の 選挙マニフェストは、地方政府が民間委託か
ら決別し公共サービスを直接住民に提供するため
の能力を取り戻す上で必要な国の支援や政策を具
体的に示した貴重な例となっている。

この調査は、必要不可欠なサービスが公的に所有さ
れ民主的に管理されると、地域の共有資産の構築や
経済の地域化、人びとの共通のニーズの充足などが
効率的に実現されるということを明らかにした。すべ
ての住民が尊厳のある豊かな生活を送ることができ
るように、全ての公共サービスへの普遍的なアクセス
を求めていこう。

一部の少数者に富が極度に集中する不安定な格差
社会で、人種差別やファシズム、極右は人々の不安
や脅威をさらに弱い人への攻撃に向けることでさら
に勢力を伸ばしている。地域社会の人々、労働者が実
感できる具体的な解決策を示すことは、進歩的な勢
力にとって緊急の課題である。大企業による支配、恐
れや格差をエネルギー源にする排他主義に打ち勝つ
私たちの未来は、連帯と協力に基づいた民主主義を
深化させる人 と々地域の手の中にある。
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